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は  じ  め  に 

 

 

半世紀ぶりに駅前に移転した市庁舎を始め，新消 

防庁舎整備や図書館・ギャラリーを核とした土浦駅 

前北地区市街地再開発事業，中心市街地活性化基本 

計画の着実な取組みによる新たなまちづくり等，将 

来の市政発展の礎を築くための各種事業を展開して 

おります。 

一方，人口減少社会に適切に対応し，市民一人ひ 

とりの夢と希望が実現できる社会を構築していくためには，持続可能な行政運 

営の確立が重要であるとともに，継続的・自立的な行財政基盤を維持していく 

ことが行政の責務であると考えます。 

このような中，この度，３つの改革の視点と４つの改革の基本方針を定め， 

これまで実践してきた行財政改革を継承し，一段と加速するため，「改革は終 

わりなきチャレンジ」を基本理念として新たに第５次行財政改革大綱を策定い 

たしました。 

この大綱を基本とし，引き続き市民の皆様との協働を柱に，絶えず変化する 

社会経済情勢に柔軟，迅速かつ的確に対応すると共に，多様化する行政需要に 

も対応した市民サービスの提供に向け，全庁体制の下，全力を挙げて行財政改 

革に取り組んでまいる所存であります。 

結びに，新たな大綱の策定にあたり，貴重なご意見・ご提案をお寄せいただ 

きました市民の皆様をはじめ，熱心にご審議を賜りました行財政改革推進委員 

会委員の皆様に心からの感謝を申し上げます。 

 

平成２８年３月 

 

                   土浦市長  中 川  清 
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■ 大綱策定の趣旨 
 

本市では，昭和６１年３月に策定した「土浦市行政改革大綱」を皮切りに，

平成８年３月に国の指針を受けて策定した「土浦市行政改革大綱」，また，平成

１３年８月には「効率的で開かれた市政運営をめざして」を基本理念とする「土

浦市行財政改革大綱」と，その具体的な推進方策である行財政改革実施計画を

策定し，全庁を挙げて行財政改革の推進を図り，大きな成果を挙げてきました。 

平成１８年４月には「パラダイムシフトへのチャレンジ」を基本理念とした

「第３次土浦市行財政改革大綱」を策定し，そして平成２３年４月には，『持続

可能な行財政基盤の確立を目指して ～改革にゴールなし～』のスローガンを

前面に掲げ，≪市民の視点≫ ≪協働の視点≫ ≪健全財政の視点≫の３つの

改革の視点と「協働によるまちづくりの推進」「持続可能な財政運営の推進」「効

率的・効果的な行政運営」「機能的な組織・人材づくり」の４つの基本方針のも

と，これまで実践してきた行財政改革を継承する「第４次土浦市行財政改革大

綱」を策定し，改革の着実な取組みを図りました。 

一方，国からは，「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針」

（平成１８年８月通知）に基づく一層の行政改革の推進が求められ，さらに，

平成２２年６月には，「地域主権戦略大綱」において，「義務付け・枠付けの見

直し」や「基礎自治体への権限移譲」等，国と地方公共団体の関係を新たなパ

ートナーシップに転換し，住民主体の発想に基づいた改革の推進が明示されま

した。 

このような中，我が国の景気の動向は穏やかな回復の兆しがうかがえるもの

の，本市においては法人市民税を中心として市税収入の大幅な改善は見込めな

い状況です。また，人口減少・少子高齢化の進行や，生産年齢人口の減少に伴

う歳入の減少等，今後の危機的財政状況のリスク軽減を図るため，全ての公共

施設等について長期的，計画的な更新・統廃合・長寿命化による財政負担の軽

減及び平準化，最適な配置の実現などが求められています。 

市民一人ひとりが夢と希望を持ち，潤いのある豊かな生活を実現していくた

めには，持続可能な行政経営が重要であるとともに，継続的・自立的な財政基

盤を今後も保守していくことが行政の責務であります。 

こうした状況を受け，「第４次土浦市行財政改革大綱」の計画期間の満了後，

行財政改革に関する国の動向等に注視し，上位計画である「第７次土浦市総合

計画【後期基本計画】」の将来像を実現するための行財政運営の方向性を示す指

針の一つとして，「第５次土浦市行財政改革大綱」を策定するものです。 
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第４次土浦市行財政改革大綱 
持続可能な行財政基盤の確立を目指して   ～改革にゴールなし～ 

 
◇策定年度：平成 23 年４月  ◇推進期間：平成 23 年度～平成 27 年度 

 
■改革の視点   ≪市民の視点≫ ≪協働の視点≫ ≪健全財政の視点≫ 
■基本方針    １．協働によるまちづくりの推進 

２．持続可能な財政運営の推進 
３．効率的・効果的な行政運営 
４・機能的な組織・人材づくり   

  
国の動向 
・「地方公共団体における行政改革の推進のため
の指針」 （平成 17 年） 
・「地方公共団体における行政改革の更なる推進
のための指針」 （平成 18 年） 
・「地域主権戦略大綱」  （平成 22 年） 
・「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての
指針」 （平成 26 年） 

・社会経済環境の変化への対応 

・人口減少・少子高齢化への対応 
・協働の促進 
・地方分権への対応 
・ＩＣＴ社会の対応 

第７次総合計画 [後期基本計画] 
（基本姿勢） 

・行財政改革の推進と市民サービスの向上 

・市民と行政が一体となった協働のまちづくり 

第５次土浦市行財政改革大綱第５次土浦市行財政改革大綱第５次土浦市行財政改革大綱第５次土浦市行財政改革大綱    

    推進期間：平成推進期間：平成推進期間：平成推進期間：平成 28 年度～平成年度～平成年度～平成年度～平成 30 年度年度年度年度    

土浦市行政改革大綱 

◇策定年月：昭和 61 年３月  ◇推進期間：昭和 60 年度～昭和 62 年度 

土浦市行政改革大綱 

  ◇策定年月：平成８年３月   ◇推進期間：平成８年度～平成 12 年度 

土浦市行財政改革大綱 

  ◇策定年月：平成 13 年８月  ◇推進期間：平成 13 年度～平成 17 年度 

   市を取り巻く環境 

第３次土浦市行財政改革大綱 
～ パラダイムシフトへのチャレンジ ～ 

 
   ◇策定年度：平成 18 年３月  ◇推進期間：平成 18 年度～平成 22 年度 
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■ これまでの行財政改革の取組み 

土浦市行政改革大綱

元号（平成） 8888 9999 10101010 11111111 12121212 13131313 14141414 15151515 16161616 17171717 18181818 19191919 20202020 21212121 22222222 23232323 24242424 25252525 26262626 27272727

（取組数103）

第３次土浦市行財政改革
大綱
～パラダイムシフトへのチャ
レンジ～

（取組数90）

第４次土浦市行財政改革
大綱
～改革にゴールなし～
　　　　　　　　※現大綱※現大綱※現大綱※現大綱

◆主な取組み：協働まちづくりファンド事業の実施，地域大学との連携，
　　　　　　　市税滞納一掃アクションプランの推進，補助金の見直し，
　　　　　　　土地開発公社の経営健全化，敬老事業の見直しなど

行革の
視点

市民の視点
協働の視点
健全財政の視点

◆主な取組み：定員適正化の推進，事業仕分けの実施，住宅公社の解散，
　　　　　　　組織・機構の見直し（水道部の廃止），広告掲載事業，
　　　　　　　公設市場の民営化検討，学校給食センターの調理業務委託など

改革の基本
方針

（１）効率的・効果的な行政運営システムの構
築
（２）健全な財政運営の確立
（３）生き生きとした組織作りと人材育成
（４）市民参加のシステムづくり

行革の
視点

（１）市民参加と協働
（２）財政の健全化
（３）効率・効果的な行政運営
（４）市民サービスの向上
（５）民間活力の導入
（６）職員の活用
（７）組織・機構の改革

　（取組数55）

　（取組数71）

１　協働へのチャレンジ
２　健全財政へのチャレンジ
３　効率・効果へのチャレンジ
４　人材育成へのチャレンジ 改革の基本

方針

昭和61年3月

土浦市行政改革大綱
　　　　　(第1次）

◆主な取組み：情報化の推進，行政手続の簡素化など　　　　　　　　　

◆主な取組み：新治村との合併，競輪事業の廃止，総合窓口の設置，
　　　　　　　休日・時間外窓口の実施，指定管理者制度の導入など

土浦市行財政改革大綱
　　　　　(第2次)
～効率的で開かれた市政
運営をめざして～

改革の基本
方針

（１）協働によるまちづくりの推進
（２）持続可能な財政運営の推進
（３）効率的・効果的な行政運営
（４）機能的な組織・人材づくり

行革の
姿勢

改革の基本
方針

１　職員の意識の高揚
２　市民の理解と協力
３　県・関係市町村との連携
４　国への働きかけ

（１）事務・事業の見直し
（２）時代に即応した組織，機構の見直し
（３）定員管理及び給与の適正化の推進
（４）効果的な行政運営と職員の能力開発等の
推進
（５）行政の情報化の推進による行政サービス
の向上
（６）公共施設の効率的・効果的な設置及び管
理運営

行革の
姿勢

１　効率的・効果的な行財政運
営
２　生き生きとした組織・職員
３　県・関係市町村との連携

H8年度～H12年度

H13年度～H17年度

H18年度～H22年度

H23年度～H27年度
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■ 市の現状と今後の見通し 
 

    

（１）将来人口（１）将来人口（１）将来人口（１）将来人口    

①年齢階層別人口の推移①年齢階層別人口の推移①年齢階層別人口の推移①年齢階層別人口の推移    

本市の人口を年齢（3区分）別に整理すると，年少人口（0－14歳）は昭

和 60年頃までは横ばいで推移していたものの，以降は継続して減少傾向に

あります。 

その一方で，老年人口（65歳以上）は昭和 50年以降，増加傾向が継続し

ており，平成 12年には年少人口数を逆転しました。 

生産年齢人口（15－64 歳）については，平成 7 年頃までは増加傾向にあ

ったものの，平成 12年以降は減少傾向に転じています。 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

出典：平成 22年まで総務省「国勢調査」、平成 26年茨城県「常住人口調査」（各年 10月 1日現在） 
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②将来人口の推計②将来人口の推計②将来人口の推計②将来人口の推計    

本市の将来人口について，最も一般的な「将来人口推計」データである国

立社会保障・人口問題研究所の推計データに下記の仮定条件を設定し，本市

の将来人口を推計します。 

 

 

➢ 国立社会保障・人口問題研究所の推計では，本市の人口は今後継続的に

減少を続け，2060年（平成 72年）には 91,565人にまで減少することが予

想されています。平成 26年の 142,059人から 50,494人もの減少（減少率

35.5％）となります。 

平成 27年度策定の「土浦市まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン」に

おいては，各種施策を展開することで，2060 年の目標人口を 17,000 人程

度上乗せし，108,500人とすることを目標としております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■国立社会保障人口問題研究所の推計基礎【概要】 

○ 出生に関する仮定 
  ・現状の出生率が大きく変動しない前提（2015年 1.42→2040年 1.37，以降横ばい）。 

○ 死亡に関する仮定 
  ・各年齢階層に応じて現状実績を踏まえ「生存率」を設定。 

  ・老年人口層においては生存率がやや上昇，それ以外は概ね現状水準から大きく変動しない前提。 

○ 移動に関する仮定 
  ・直近の転出入の実績（純移動率）が，2020年までにかけて凡そ 50％程度にまで縮小し，以降

は横ばいとする前提。 

141,638

139,104
135,988

132,403

128,574

124,696

120,755

116,757

112,609

108,380

137,053
141,862

144,106
144,060

143,839
141,981

138,906

134,709

129,642

123,907

117,736

111,353

104,953

98,369

91,565

80000
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110000

120000

130000

140000

150000

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

(人)

社人研推計

人口ビジョン(目標)

 
2060 年の目標人口 

108,500 人 
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（人）

➢ 年齢別にみると，地域の活力を中心的に支える生産年齢人口が，2060 年

には 46,648人まで減少すると予測されています。結果として，生産年齢人

口の割合は，本市人口の 50％程度にまで低下し，今後しばらくの間，増加

を続けることが予測される老年人口（高齢者）との差は，徐々に縮小してい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国の人口推計シミュレーションシートをもとに土浦市作成 
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（２（２（２（２））））財政財政財政財政運営運営運営運営    

①決算額等の推移①決算額等の推移①決算額等の推移①決算額等の推移    

 【一般会計歳入】 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

【一般会計歳出】 
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※財政力指数：地方公共団体の財政力を示す指標で，基準財政需要額に対する基準財

政収入額の割合で，過去３ヶ年の平均値です。数値が大きいほど財源に余裕があ

るとされ，１を超える団体は普通交付税の不交付団体となります。  

（財政力指数＝基準財政収入額／基準財政需要額） 

※経常収支比率：財政構造の弾力性を判断する指標で，地方税・普通交付税を中心と

する毎年度経常的に収入される経常一般財源が，人件費・扶助費・公債費などの

毎年度経常的に支出される経常的経費にどの程度充当されているかの割合を示す

ものです。  

この数値が高まると財政構造が弾力性を失いつつあると考えられます。 

※実質公債費比率：地方債制度が許可制度から協議制度へ移行したことに伴い，従来

の起債制限比率に，一定の見直しを行った新たな指標です。 一部事務組合の公債

費への負担金や公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出し等を加え公債費

相当部分を幅広くとらえています。 この数値が１８％以上となる団体については，

地方債協議制度においても，地方債の発行には許可が必要となります。さらに２

５％を超えると起債の一部が制限されます。 
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②財政の②財政の②財政の②財政の将来将来将来将来見通し見通し見通し見通し    

持続可能な行政運営の指針とするため策定した「土浦市長期財政見通し」

（平成 27 年 12 月公表）においては，これまでの規模で公共設備の投資を

行った場合，平成４０年度の累積財源不足額が１４９億円に達する試算が示

されています。 
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投資的経費及び一般財源不足額推移投資的経費及び一般財源不足額推移投資的経費及び一般財源不足額推移投資的経費及び一般財源不足額推移(単位:億円)

一般財源不足額一般財源不足額一般財源不足額一般財源不足額((((累計額累計額累計額累計額))))
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③市税の将来見通し③市税の将来見通し③市税の将来見通し③市税の将来見通し    

            「土浦市長期財政見通し」における試算では，市税全体としては平成 33

年度まではやや減少基調となりますが，その後は増加基調となり，全体と

しては横ばいで推移する見込みです。 

 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

    

④公債費・扶助費④公債費・扶助費④公債費・扶助費④公債費・扶助費の将来見通しの将来見通しの将来見通しの将来見通し    

   扶助費は少子高齢化の進行により平成32年度まで増加基調となりますが，

その後は横ばいになる見込みです。また，公債費は大規模事業の進捗によ

り平成 34 年度までは増加基調となりますが，その後は減少する見込みとな

っております。 
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市税の将来見通し市税の将来見通し市税の将来見通し市税の将来見通し(単位:百万円)
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公債費・扶助費の将来見通し公債費・扶助費の将来見通し公債費・扶助費の将来見通し公債費・扶助費の将来見通し

扶助費 公債費

(単位:百万円)
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⑤⑤⑤⑤市債残高・基金残高の将来見通し市債残高・基金残高の将来見通し市債残高・基金残高の将来見通し市債残高・基金残高の将来見通し    

   「土浦市長期財政見通し」において，市債の残高については，投資的経

費を圧縮し，市債の発行を抑制したと仮定して試算しております。市営斎

場整備事業，新消防庁舎整備事業，土浦駅北地区市街地再開発事業等の大

規模な投資的経費の投入に伴い，平成 29 年度がピークとなりますが，その

後は徐々に減少していく見込みとなっております。 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

一方で，基金残高については，庁舎建設基金の全額活用により，平成 27

年度に大幅な減少となっています。また，今後見込まれる財源不足に対し，

一般財源基金（財政調整基金及び市債管理基金）で補てんを続けた場合，平

成 33 年度には一般財源基金が枯渇し，深刻な財源不足が予想されます。 
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（３）公共施設（３）公共施設（３）公共施設（３）公共施設    

①公共施設の将来の更新費用の推計①公共施設の将来の更新費用の推計①公共施設の将来の更新費用の推計①公共施設の将来の更新費用の推計    

平成 22年度に総務省「公共施設及びインフラ資産の更新費用の簡便な推

計に関する調査票システム」において算出した公共施設の将来の更新費用を

みると，推計直前の平成 17 年度～平成 21 年度の 5 年間で公共施設の既存

更新・新規整備のために拠出した投資的経費は，年平均で約 8 億円に対し，

今後は，既存施設の大規模修繕や建替え費用のみで年平均約 45億円の試算

となるため，おおよそ 5～6倍の投資的経費を要すると推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

②主な公共施②主な公共施②主な公共施②主な公共施設の建築後経過年数設の建築後経過年数設の建築後経過年数設の建築後経過年数    
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■  直面する課題への対応    

 

    

アアアア    人口人口人口人口減少への対策減少への対策減少への対策減少への対策    

将来人口（特に生産年齢人口）が減少する一方で，少子高齢化による人口

構成割合の変化（年少人口と老年人口の差の拡大）という問題が進行してお

り，解決に向けて定住人口の増加や生産労働力の強化，経済活動の活性化に

よる地方創生の取組みが必要となります。 

また，高齢者向けの行政サービスの充実や地域コミュニティーの活性化等

について，協働の推進や地域社会の再生の取組みが必要となります。 

 

 イイイイ    財政運営の健全化財政運営の健全化財政運営の健全化財政運営の健全化 

   現在進行している生産年齢人口の減少による市税等の減収や，確実に完

了させる必要がある大規模事業の投資的経費に加え，市町村合併から１０

年間は合併前の区域をもって算定される地方交付税の割増特例（合併算定

替）が平成２８年度以降段階的に減額される見込みであり，今後，市債残

の削減や安定した歳入確保，計画的な財政運営の推進等の健全化の取組み

が必要となります。 

 

 ウウウウ    公共施設の最適化公共施設の最適化公共施設の最適化公共施設の最適化    

   公共施設の老朽化が進む中，限られた財源を有効活用し，持続可能な行

政サービスを維持するため，公共施設の長寿命化やランニングコストの縮

減，ライフサイクルコストの平準化，配置見直し等の適切な公共施設マネ

ジメントの取組みが必要となります。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

     

今後の人口減少・少子高齢化の進行や社会経済情勢の急速な変化は，行政今後の人口減少・少子高齢化の進行や社会経済情勢の急速な変化は，行政今後の人口減少・少子高齢化の進行や社会経済情勢の急速な変化は，行政今後の人口減少・少子高齢化の進行や社会経済情勢の急速な変化は，行政

サービサービサービサービスに大きな変革をもたらし，それに伴って対応が求められる地方創生スに大きな変革をもたらし，それに伴って対応が求められる地方創生スに大きな変革をもたらし，それに伴って対応が求められる地方創生スに大きな変革をもたらし，それに伴って対応が求められる地方創生

や財政運営の健全化，公共施設等の老朽や財政運営の健全化，公共施設等の老朽や財政運営の健全化，公共施設等の老朽や財政運営の健全化，公共施設等の老朽化対策，さらに地方分権や自らの責化対策，さらに地方分権や自らの責化対策，さらに地方分権や自らの責化対策，さらに地方分権や自らの責

任において行うまちづくり等の新たな行政課題の解決が急務となります。任において行うまちづくり等の新たな行政課題の解決が急務となります。任において行うまちづくり等の新たな行政課題の解決が急務となります。任において行うまちづくり等の新たな行政課題の解決が急務となります。    

将来に向けて持続可能な行財政基盤を確立するためにも，引き続き本大綱将来に向けて持続可能な行財政基盤を確立するためにも，引き続き本大綱将来に向けて持続可能な行財政基盤を確立するためにも，引き続き本大綱将来に向けて持続可能な行財政基盤を確立するためにも，引き続き本大綱

に基づく徹底した行財政改革の推進は重要となります。に基づく徹底した行財政改革の推進は重要となります。に基づく徹底した行財政改革の推進は重要となります。に基づく徹底した行財政改革の推進は重要となります。    
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■  大綱の位置付け 
 

本大綱は，第７次土浦市総合計画を下支えする計画の一つであり，総合計画

の基本理念を踏まえた「つちうら戦略プラン」の中において，重点事業として

あげられ，計画推進の基本姿勢である「行財政改革の推進」を支えるものとし

て位置付けられています。 

 行財政改革の推進には，総合計画の基本理念や構想と整合性を保ちながら相

互連携を図っていくことが不可欠であり，新たな基本理念や構想に基づく第８

次総合計画の推進期間が平成３０年度から始まることから，これと一体となる

大綱づくりが行財政改革を推進する上で最大の効果を発揮し得るものとなりま

す。 

 このため，今回の新大綱の推進期間を平成２８年度から平成３０年度までの

３年間とするものです。 

 また，本大綱は，「行財政改革大綱」と「実施計画」で構成しております。「行

財政改革大綱」は，本市の行財政改革の方向性を示したもので，それを具現化

したものが「実施計画」であり，この中で個別具体の取組項目に取り組んでい

きます。 
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■  大綱の推進期間 
 

本大綱の推進期間のみ，平成 28 年度（2016 年度）から平成 30 年度（2018

年度）までの３年間とします。 

 

元号（平成） 25252525 26262626 27272727 28282828 29292929 30303030 31313131 32323232 33333333 34343434 35353535

土浦市行財政改革大綱

土浦市行財政改革大綱(実施計画）

土浦市総合計画(第7次・第8次)

土浦市総合計画（基本計画）

土浦市総合計画（実施計画）

第7次基本構想

第8次前期計画第7次後期計画

３ヵ年実施計画

第５次第５次第５次第５次

第４次 第５次第５次第５次第５次

第４次

第8次基本構想(～H39)

第６次

第６次

後期
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■  大綱の策定体制 
 

 本大綱の策定にあたっては，パブリック・コメントを実施するとともに，学識

経験者や各種団体の代表者などからなる「行財政改革推進委員会」や，庁内検

討組織となる「行財政改革推進本部」，「幹事会」などにおいて協議し，策定す

るものです。 

 

 

 

 行財政改革推進委員会
委員：１０人

市 民

幹事会

幹事長：市長公室長

幹事：各部の幹事課長

事務局

政策企画課長，

財政課長，総務課長，

人事課長，行政経営課長

各部・課

行財政改革推進本部

本 部 長：市長

副本部長：両副市長，教育長

本 部 員：各部長，教育部長，消防長，

議会事務局長

パブリック・コメントパブリック・コメントパブリック・コメントパブリック・コメント

意見意見意見意見公表公表公表公表

提案・報告提案・報告提案・報告提案・報告 審議・提案審議・提案審議・提案審議・提案

報告報告報告報告 指示指示指示指示

報告報告報告報告 指示指示指示指示

提出提出提出提出 各種調査各種調査各種調査各種調査

報告報告報告報告

指示指示指示指示

庁内推進体制庁内推進体制庁内推進体制庁内推進体制
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■ 基本理念 
 

 人口減少・少子高齢化の進行による社会構造の変化，また，予断を許さない

行財政運営の中，第７次土浦市総合計画に掲げる将来像の早期実現に向けて，

地方分権を主軸とした新たな行政サービスへの取組みや分野横断的・戦略的な

行政運営，自らの責任と判断によるまちづくりが求められています。 

 そのような中，将来の土浦市の礎を築く大規模事業を重点的・集中的，かつ

着実に推進しなければならないことから，長期的な視点に立って将来の財政負

担を見極め，持続可能な行財政運営を確立することが益々重要な役割を担うも

のとなります。 

 市民一人ひとりが夢や希望を持ち，潤いのある豊かな生活を安心して営める

地域社会の実現に向け，良質な行政サービスの確保，地方分権への体制づくり，

行財政資源のマネジメント等を始め，不断の徹底した行財政改革の推進や，よ

り一層の事務効率化を図ることにより，将来にわたって健全，強靭，かつ安定

した行財政基盤を構築します。 

  

 

 

～ 改革は終わりなきチャレンジ ～ 
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■ 大綱の体系 
 

基本理念基本理念基本理念基本理念 改革の視点改革の視点改革の視点改革の視点 改革の基本方針改革の基本方針改革の基本方針改革の基本方針

基本方針　１

視点　

基本方針　２

視点　

基本方針　３

視点　

基本方針　４

③③③③ 人材育成等の推進人材育成等の推進人材育成等の推進人材育成等の推進

行　財　政　改　革　大　綱　に　伴　う　実　施　計　画行　財　政　改　革　大　綱　に　伴　う　実　施　計　画行　財　政　改　革　大　綱　に　伴　う　実　施　計　画行　財　政　改　革　大　綱　に　伴　う　実　施　計　画
（個別，具体的な取組み）

　　　　           　◆目標値（活動指標）の設定　　　　　　◆進捗状況の把握，適切なローリング（見直し）

協働によるまちづくりの推進協働によるまちづくりの推進協働によるまちづくりの推進協働によるまちづくりの推進

持続可能な財政運営の確立持続可能な財政運営の確立持続可能な財政運営の確立持続可能な財政運営の確立

効率的・効果的な行政運営効率的・効果的な行政運営効率的・効果的な行政運営効率的・効果的な行政運営
の確立の確立の確立の確立

機能的な組織づくりと人材機能的な組織づくりと人材機能的な組織づくりと人材機能的な組織づくりと人材
育成育成育成育成

④④④④ 市民サービスの向上市民サービスの向上市民サービスの向上市民サービスの向上

健全財政の視点健全財政の視点健全財政の視点健全財政の視点

①①①① 効率的な組織・機構の構築効率的な組織・機構の構築効率的な組織・機構の構築効率的な組織・機構の構築

②②②② 外郭団体等の見直し外郭団体等の見直し外郭団体等の見直し外郭団体等の見直し

①①①① 行政運営の効率化行政運営の効率化行政運営の効率化行政運営の効率化

②②②② 公共施設等の最適化公共施設等の最適化公共施設等の最適化公共施設等の最適化

③③③③ 民間活力の活用民間活力の活用民間活力の活用民間活力の活用

②②②② 歳入の確保歳入の確保歳入の確保歳入の確保

③③③③ 経営健全化への取組み経営健全化への取組み経営健全化への取組み経営健全化への取組み

協働の視点協働の視点協働の視点協働の視点

効率的・効果的な歳出構造の構築効率的・効果的な歳出構造の構築効率的・効果的な歳出構造の構築効率的・効果的な歳出構造の構築

改革の項目改革の項目改革の項目改革の項目

改改改改
革革革革
はははは
終終終終
わわわわ
りりりり
なななな
きききき
チチチチ
ャャャャ
レレレレ
ンンンン
ジジジジ

①①①① 市民の参画と協働の推進市民の参画と協働の推進市民の参画と協働の推進市民の参画と協働の推進

②②②② 市民活動と地域活動の促進市民活動と地域活動の促進市民活動と地域活動の促進市民活動と地域活動の促進

③③③③ 情報発信の強化情報発信の強化情報発信の強化情報発信の強化

市民の視点市民の視点市民の視点市民の視点

①①①①
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■ 改革の視点 
 

行財政改革の本来の目的は，限られた財源を効率的・効果的に活用し，市民

満足度の高い市民サービスにいかに結び付けていくかということにあります。 

これを実現するため，引き続き，以下の３つの視点により行財政改革を推進

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

市民の視点 

行政運営の基本は，いかに最少の経費で最大の効果を挙げ，住民福祉

の増進を実現していくかにあります。このため，常に市民の視点により，

行政サービスの在り方や市民ニーズを的確に把握しながら，最も効率

的・効果的な方法によって満足度の高い行政サービスを安定的に提供す

ることが重要となります。 

 

協働の視点 

地方分権の行政経営が求められている中，「自分たちのまちは，自らが

創る」といった意識の下に，まちの主人公である市民，団体，事業者と行

政が相互にパートナーシップを確立し，行政のみならず多様な主体が公共

サービスの担い手となりうる市民協働のまちづくりを推進します。 

 

健全財政の視点 

生産年齢人口の減少により歳入が減少する一方，社会保障関係費の増

大や大型プロジェクトなどの成長戦略事業の推進により，歳出が増加し，

今後，長期にわたり厳しい財政状況が予想されます。一層の歳出削減や

将来負担抑制を行うほか，歳入増加策などにより安定した財政基盤を確

立するとともに，長期財政見通しによる計画的な財政運営を行うことが

重要となります。 
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■ 改革の基本方針 
 

本市では第７次総合計画【後期基本計画】に掲げる将来都市像を実現するた

め，「行財政改革の推進と市民サービスの向上」，「市民と行政が一体となった協

働のまちづくり」を基本姿勢として位置付けています。 

これらの基本姿勢を具現化するためには，将来にわたり自立可能な財政基盤

の確立が必要であり，限られた行政資源で最大の効果を上げることが重要です。 

また，これらを強く推し進める原動力となる組織づくりと人材づくりが不可

欠となることから，次の４項目を継続して改革の基本方針に定め，行財政改革

の実現を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１１１    協働によるまちづくりの推進協働によるまちづくりの推進協働によるまちづくりの推進協働によるまちづくりの推進        

 

これまでの市民との協働によるまちづくりの成果により，市民の間に「協働」

の意識が定着し，近年，地域コミュニティの形成や地域が自主性，自立性を備

えた活力あるまちづくりへの関心が高まりつつあります。 

また，高度化・多様化するライフスタイルの進展に伴い，ボランティアやＮ

ＰＯ等の社会参加活動も活発化しており，公の領域における民間の役割を重視

していくなど協働によるまちづくりが求められています。 

このため，市民協働のまちづくりをより一層推進するためには，「市民と行政

の協働」と「市民相互の協働」の二つの協働が活発に展開される地域社会を築

き上げることが必要であり，特定分野における専門性や自立性・公益性を有す

るＮＰＯ等が公的分野で活動できる仕組みづくりが重要となります。 

１ 協働によるまちづくりの推進 

２ 持続可能な財政運営の確立 

３ 効率的・効果的な行政運営の確立 

４ 機能的な組織づくりと人材育成 
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そこで，「市民力」「地域力」の向上に努めるとともに，住民自治の原則に基

づく役割分担を明確化し，「自分たちのまちは，自らが創る」という意識の醸成

を図ります。 

また，市民と行政が対等なパートナーとして，互いの立場や役割を尊重し，

共に考え行動する協働の体制を整えます。 

 

２２２２    持続可能な財政運営の確立持続可能な財政運営の確立持続可能な財政運営の確立持続可能な財政運営の確立        

 

人口減少・少子高齢化の進行により社会経済情勢が急速に進展する中，将来

にわたって質の高い行政サービスを提供するためには，持続可能で安定的な行

財政基盤の確立が不可欠であり，税などの歳入確保の取組を強化するとともに，

限られた財源を効率的・効果的に配分するため，その必要性，緊急性，費用対

効果等を十分に検証し，施策の優先順位の明確化や施策の厳選により歳出の抑

制に努めます。 

また，公平性の観点から，特定のサービスに対する応分な負担など，受益者

負担の適正化についても幅広く検討します。 

 

３３３３    効率的・効果的な行政運営の確立効率的・効果的な行政運営の確立効率的・効果的な行政運営の確立効率的・効果的な行政運営の確立        

 

地方公共団体の責務となる「最少の経費で最大の効果を上げる」という原則

の下，高度化・多様化する市民ニーズや厳しい財政状況などに対応していくた

め，市民の視点に立った行政サービスの在り方を的確に把握しながら，事務事

業の縮減や廃止を含め検証し，簡素で効率的・効果的な行政運営をより一層追

求します。 

また，公共施設のマネジメントにより，最適化と適正な管理を推進します。 

さらに，地方分権に対応した行政経営が求められている中，市の施策を時代

の変化に応じて見直し，効率的・効果的な市民サービスの向上を図ります。 

 

４４４４    機能的な組織づくりと人材育成機能的な組織づくりと人材育成機能的な組織づくりと人材育成機能的な組織づくりと人材育成  

 

最適な行政経営システムを構築するため，組織の整理統合などの見直しを進

め，市民に分かりやすく，簡素で効率的かつスリムな組織・機構の改革を推進

します。 

また，高度化・多様化する行政課題に対して迅速かつ適切に対応するため，

市政を支える職員の能力・資質を最大限に活用出来るよう効果的な人材育成等

に取り組みます。 
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■ 改革項目 
    

 

 

≪改革の項目≫ 

（１）市民の参画と協働の推進（１）市民の参画と協働の推進（１）市民の参画と協働の推進（１）市民の参画と協働の推進    

これまで取り組んできた市民参画と協働をより一層推進するため，協働

意識の更なる啓発を図り，市民と行政が対等なパートナーとなる協働の体

制を整えます。 

また，市民との協働による事業については，市が行っているサービスや

事務事業を見直し，市民提案による事業化の展開を図ります。 

 

 ◇市民協働意識の改革    ◇市民提案型協働事業の実現 

 

（２）市民活動と地域活動の促進（２）市民活動と地域活動の促進（２）市民活動と地域活動の促進（２）市民活動と地域活動の促進    

地域で活躍している市民団体への情報提供・連携強化や，地域活動の促

進のため，協働の担い手としてのＮＰＯについて法人化を促進します。 

また，公の領域における活躍の分野を広げられるよう協働・連携を進め

ます。 

さらに，市役所職員も一市民として地域の市民活動への参加を働きかけ

ることで，市民活動の活性化を促進します。 

 

◇ＮＰＯ法人化の促進と連携   ◇各市民活動団体の協働・連携 

 

（３）情報発信の強化（３）情報発信の強化（３）情報発信の強化（３）情報発信の強化    

市民ニーズを的確に把握するため，政策立案などの各段階において引き

続きパブリックコメントを実施し，市民の意見や考えを市政に反映します。 

また，積極的な情報公開に努めるとともに，市民参画による土浦の魅力

を積極的に市内外に発信するなど，シティプロモーションを推進します。 

 

 ◇ホームページによる情報提供の充実   ◇市民ニーズの反映 

 ◇市民参画による情報発信の推進  ◇シティプロモーションの推進 

 

 

 

協働によるまちづくりの推進 基本方針基本方針基本方針基本方針    １１１１    
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≪改革の項目≫ 

（１）効率的・効果的な歳出構造の構築（１）効率的・効果的な歳出構造の構築（１）効率的・効果的な歳出構造の構築（１）効率的・効果的な歳出構造の構築    

長期財政見通しに基づく計画的な財政運営の実施に向け，事務事業の実

施方法の見直しや縮減・廃止の検討など，全庁的な経常経費の縮減に努め，

弾力的で持続可能な歳出構造を構築します。 

また，必要な事業への予算配分の重点化や経常経費算定の徹底した見直

しにより，歳出の削減を実施します。 

 

 ◇経常経費の縮減     ◇施策・事務事業の大胆な見直し 

 ◇長期財政見通しの作成・公表 

 

（２）歳入の確保（２）歳入の確保（２）歳入の確保（２）歳入の確保    

将来にわたって持続可能な行政サービスを提供していくためには，安定

した財源や新たな財源の確保が重要です。 

財源の根幹である市税等については，課税のより一層の適正化を図ると

ともに，広告収入等の拡充，受益者負担の適正化のための各種使用料等見

直しを行うなど，引き続き歳入の確保を図ります。 

また，慣例に捉われない発想により，新たな財源を開拓します。 

 

◇市税等の収納率の向上   ◇受益者負担の適正化 

◇広告収入等の拡充     ◇新規財源の開拓 

◇債権管理の適正化       

 

（３）経営健全化への取組み（３）経営健全化への取組み（３）経営健全化への取組み（３）経営健全化への取組み    

財政状況の厳しい将来見通しが見込まれていますが，今後も中・長期的

な視点で計画的な財政運営の堅持に努めます。 

また，事業については，実質公債費比率やプライマリーバランスなどの

各種指標に留意しつつ厳選することで，持続可能な財政運営に努めます。 

 

 ◇健全財政の維持    ◇財務書類の効果的な活用   

 ◇公共施設の維持修繕・更新等に係る基金設置 

 

 

持続可能な財政運営の確立 基本方針基本方針基本方針基本方針    ２２２２    
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≪改革の項目≫ 

（１）行政運営の効率化（１）行政運営の効率化（１）行政運営の効率化（１）行政運営の効率化    

日頃から事務事業の効率性・有効性・目的妥当性，費用対効果等につい

て検討を加え，行政サービスの質の水準を確保した上，事務事業の集約化・

廃止・民営化等を推進することにより行政運営の効率化を図ります。 

 

 ◇行政手続きの見直し   ◇情報システムの効率的な活用 

◇社会保障・税番号制度への対応 ◇補助・手当等の見直し 

 

（２）公共施設等の最適化（２）公共施設等の最適化（２）公共施設等の最適化（２）公共施設等の最適化    

人口減少・少子高齢化により社会情勢が変化し，今後も厳しい財政見通し

が続く中，公共施設における将来の莫大な修繕費・更新費等の問題解決に向

けて，計画的な公共施設等の更新・統廃合・長寿命化対策を推進し，公共施

設の最適化及び適切な管理に努めます。 

 

◇公共施設の管理等の最適化   ◇既存施設のあり方の見直し 

◇公立幼稚園のあり方の検討 

 

（３）民間活力の活用（３）民間活力の活用（３）民間活力の活用（３）民間活力の活用    

行政運営の効率化と行政サービスの向上を図るため，民間において担うこ

とのできるサービスについて，委託や指定管理者制度を利用するなど民間活

力を積極的に活用します。 

 

 ◇民間委託の拡充   ◇指定管理者制度の積極的な活用 

 ◇市立保育所への民間活力の導入 

 

（４）市民サービスの向上（４）市民サービスの向上（４）市民サービスの向上（４）市民サービスの向上    

市民ニーズに迅速かつ的確に対応するため，市民の視点に立ったサービ

ス水準や利便性の向上に取り組み，費用対効果があり，かつ市民満足度の

高いきめ細やかなサービスを提供します。 

 

 ◇窓口等市民サービス水準の向上   ◇各施設の利便性の向上  

基本方針基本方針基本方針基本方針    ３３３３    効率的・効果的な行政運営の確立 
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≪改革の項目≫ 

（１）効率的な組織・機構の構築（１）効率的な組織・機構の構築（１）効率的な組織・機構の構築（１）効率的な組織・機構の構築    

市民の行政に対するニーズはますます高度化・多様化しており，新たな

行政課題に対して迅速かつ適切に対応することのできる組織が求められて

います。 

この目的を実現するため，分野横断的な連携強化による円滑な事務処理

や広域連携等も視野に入れた組織の整理統合を進め，組織のスリム化・効

率化を図ります。 

 

 ◇効率的・効果的な執務体制の確立   ◇組織の統廃合 

 

（２）外郭団体等の見直し（２）外郭団体等の見直し（２）外郭団体等の見直し（２）外郭団体等の見直し    

市と密接な関係にある産業文化事業団や観光協会などの外郭団体につい

て，団体の設立趣旨や今日的視点から求められる団体像を再確認し，現状分

析や今後の方向性を検討したうえで，外郭団体のあり方基本方針に基づき，

将来の存廃を念頭においた見直しを行います。 

 

    ◇事業運営の見直し   ◇組織の活性化 

     

 （３）人材育成等の推進（３）人材育成等の推進（３）人材育成等の推進（３）人材育成等の推進 

   高度化・多様化する行政課題に対して迅速かつ適切に対応するため，市

政を支える職員の能力・資質を最大限に活用出来るよう組織全体で総合的

な人材育成に取り組みます。 

また，再任用職員や任期付採用職員，専門職の中途採用等，様々な任用形

態を活用することにより多様な人材の確保に努めます。 

 

   ◇人材育成機能の強化      ◇職員の能力・資質の向上 

   ◇目標管理の推進         

 

 

機能的な組織づくりと人材育成 基本方針基本方針基本方針基本方針    ４４４４    
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■ 目標及び進行管理 
    

行行行行財政改革大綱の基本理念の実現を目指し，本大綱で示す改革の基本方針に財政改革大綱の基本理念の実現を目指し，本大綱で示す改革の基本方針に財政改革大綱の基本理念の実現を目指し，本大綱で示す改革の基本方針に財政改革大綱の基本理念の実現を目指し，本大綱で示す改革の基本方針に

基づき策定する「実施計画」において，具体的な目標値や活動指標を設定しま基づき策定する「実施計画」において，具体的な目標値や活動指標を設定しま基づき策定する「実施計画」において，具体的な目標値や活動指標を設定しま基づき策定する「実施計画」において，具体的な目標値や活動指標を設定しま

す。す。す。す。    

また，適切なローリング（見直し）を行いながら，その取組状況や成果につまた，適切なローリング（見直し）を行いながら，その取組状況や成果につまた，適切なローリング（見直し）を行いながら，その取組状況や成果につまた，適切なローリング（見直し）を行いながら，その取組状況や成果につ

いて推進委員会や議会に報告するとともに，市民に公表します。いて推進委員会や議会に報告するとともに，市民に公表します。いて推進委員会や議会に報告するとともに，市民に公表します。いて推進委員会や議会に報告するとともに，市民に公表します。    
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平成２８年２月２６日 

 

  土浦市長 中 川  清 殿 

 

土浦市行財政改革推進委員会 

  委  員  長   有  田  智  一  

 

 

第５次土浦市行財政改革大綱について（提言） 

 

 

 土浦市行財政改革推進委員会においては，持続可能な行財政基盤の確立を基本理念とし

た「第４次土浦市行財政改革大綱」が平成２７年度に終了することから，市長より委嘱を

受け，新たな大綱案等の策定を進めてまいりました。 

 このたび，第５次とする土浦市行財政改革大綱（案）をまとめましたので，提出いたし

ます。 

 新大綱を取りまとめるに当たっては，これまでの行財政改革の着実な成果や今後の課題，

パブリック・コメントに寄せられた市民の意見，さらには国の動向や市を取り巻く環境等

を踏まえた上で，これまでの行財政改革を継承し，「改 革 は 終 わ り な き チ ャ レ ン ジ 」

を基本理念に据え，「市民の視点」，「協働の視点」及び「健全財政の視点」の３つの改革の

視点と「協働によるまちづくりの推進」，「持続可能な財政運営の確立」，「効率的・効果的

な行政運営の確立」及び「機能的な組織づくりと人材育成」の４つの改革の基本方針を掲

げております。 

 本推進委員会では，この新大綱の基本理念の下，市が行財政改革の取組を具体的に推進

していくための実施計画（案）に基づき，市の行財政改革が継続的，かつ積極的に推進さ

れますよう要望いたします。

■ 「第５次土浦市行財政改革大綱」についての提言 
■  
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開催日 会 議  内  容 

平成２７年     
７月９日（木）   

第１回 

土浦市行財政改革推進本部会議 

● これまでの行財政改革の取組み及
び新たな行財政改革大綱につい
て 

● 第４次行財政改革実施計画の総
括について 

● 新たな行財政改革大綱の骨子(案)
について 

  ７月３０日（木） 
第１回 

土浦市行財政改革推進委員会 

● これまでの行財政改革の取組み及
び新たな行財政改革大綱につい
て 

● 第４次行財政改革実施計画の総
括について 

● 新たな行財政改革大綱の骨子(案)
について 

１０月１６日（金） 
第２回 

土浦市行財政改革推進本部会議 

● 第１回行財政改革推進委員会の
主な意見等とその対応について 

● （仮称）第５次土浦市行財政改革
大綱（案）について 

● （仮称）第５次土浦市行財政改革
大綱実施計画の取組項目（案）に
ついて 

 １１月１６日（月） 
第２回 

土浦市行財政改革推進委員会 

● 第１回行財政改革推進委員会の
主な意見等とその対応について 

● （仮称）第５次土浦市行財政改革
大綱（案）について 

 １２月１８日（金） 
第３回 

土浦市行財政改革推進本部会議 

● 第２回行財政改革推進委員会の
主な意見等とその対応について 

● （仮称）第５次土浦市行財政改革
大綱（案）について 

● （仮称）第５次土浦市行財政改革
大綱実施計画の取組項目（案）に
ついて 

平成２８年  
１月１２日（火） 

第３回 

土浦市行財政改革推進委員会 

● 第２回行財政改革推進委員会の
主な意見等とその対応について 

● （仮称）第５次土浦市行財政改革
大綱（案）について 

● （仮称）第５次土浦市行財政改革
大綱実施計画の取組項目（案）に
ついて 

１月１３日（水） 
～     

１月２６日（火） 
パブリック・コメントの実施 

● 行政経営課，情報公開室，各支
所・出張所，各地区公民館及び市
ホームページで公表 

 
・意見の提出者 ２名   
・意見の件数   ９件 

■ 計画の策定経過 
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 １月２９日（金） 
第４回 

土浦市行財政改革推進本部会議 

● 第３回行財政改革推進委員会の主な
意見等とその対応について 

● パブリック・コメントの実施結果につい
て 

● （仮称）第５次土浦市行財政改革大
綱（案）及び（仮称）第５次土浦市行
財政改革大綱実施計画の取組項目
（案）について 

  ２月９日（火） 
第４回 

土浦市行財政改革推進委員会 

● 第３回行財政改革推進委員会の主な
意見等とその対応について 

● パブリック・コメントの実施結果につい
て 

● （仮称）第５次土浦市行財政改革大
綱（案）及び（仮称）第５次土浦市行
財政改革大綱実施計画の取組項目
（案）について 

 ２月２６日（金） 市長への提言書提出 

● 市長へ「第４次土浦市行財政改革大
綱(案)」及び「第４次土浦市行財政改
革大綱に伴う実施計画(案)」について
の提言書提出 
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土浦市行財政改革推進委員会要綱土浦市行財政改革推進委員会要綱土浦市行財政改革推進委員会要綱土浦市行財政改革推進委員会要綱    

    

 （目的及び設置） 
第１条 社会経済情勢の変化に対応した簡素にして効率的な行財政システムの確立を推進
するため，土浦市行財政改革推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
 （所掌事務） 
第２条 委員会は，次に掲げる事項に関して，調査審議する。 
（１）行財政改革大綱の策定に関すること。 
（２）行財政改革大綱の推進に関すること。 
（３）前２号に掲げるもののほか，行財政改革に関し必要な事項 

（組織） 
第３条 委員会は，委員１０人以内で組織する。 
２ 委員は，市民及び学識経験のある者のうちから市長が委嘱する。 
 （委員の任期） 
第４条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任委員の残任期間

とする。 
 （委員長及び副委員長） 
第５条 委員会に，委員長及び副委員長を置き，委員の互選によってこれを定める。 
２ 委員長は，会務を総理する。 
３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき，又は欠けたときは，その職

務を代理する。 
 （会議） 
第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は，委員長が招集する。 
２ 委員長は，会議の議長となる。 
３ 会議は，委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 
４ 委員会の議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところ

による。 
 （委員以外の者の出席） 
第７条 委員会は，必要があると認めるときは，会議に委員以外の者の出席を求め，その

説明又は意見を聴くことができる。 
 （庶務） 
第８条 委員会の庶務は，市長公室行政経営課において処理する。 
 （その他） 
第９条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が委員

会に諮って定める。 
 

付 則 
この告示は，公表の日から施行する。 

付 則（平成１２年１２月１３日告示第１３６号） 
１ この告示は，公表の日から施行する。 
２ この告示による改正前の土浦市行政改革推進委員会要綱の規定に基づく土浦市行政改革推

進委員会及びその委員は，この告示による改正後の土浦市行財政改革推進委員会要綱の規定
に基づく土浦市行財政改革推進委員会及びその委員となり，同一性をもって存続するものと
する。 

付 則（平成１８年 ２月２８日告示第８５号） 
 この告示は，公表の日から施行する。 

付 則（平成２０年 ３月３１日告示第６３号） 
 この告示は，平成２０年４月１日から施行する。 

付 則（平成２２年 ５月３１日告示第１２４号） 
 この告示は，公表の日から施行する。 

■ 土浦市行財政改革推進委員会要綱 

平成７年５月１０日 

告 示 第 ５ ２ 号 



資 料 編 

 

  
  31 

 

  

    

 

 

  平成２８年２月末日現在（敬称略） 

役職名 氏  名 所 属・役 職 等 

委員長 有 田 智 一  筑波大学 システム情報系教授 

副委員長 吉 田   薫  ㈱ヨシダ・アート 代表取締役 

  荒 木 雅 江  関東信越税理士会土浦支部 

  池 田 雄 一 
 元ＮＰＯ法人 

つくば事業再生支援センター 代表  

  石 川 一 幸  (社)土浦青年会議所 副理事長 

  大 川 ちよの  土浦市女性団体連絡協議会 

  久 保 田 利克 
 日本労働組合総連合会茨城県連合会 

土浦地域協議会 議長 

  鈴 木 静 江  土浦商工会議所女性会 

  髙 橋 信 子  東郷商事㈲ 代表取締役 

  長 谷 川  弘  東レ㈱土浦工場 工場長 

 

 

■ 土浦市行財政改革推進委員会委員名簿 



資 料 編 

 

  
32 

 

  

 

    

土浦市行財政改革推進本部規程土浦市行財政改革推進本部規程土浦市行財政改革推進本部規程土浦市行財政改革推進本部規程                            

 
（設置） 

第１条 本市の行財政改革を推進するため，土浦市行財政改革推進本部（以下「本部」と
いう。）を設置する。 
 （所掌事務） 
第２条 本部は次の各号に掲げる事務を所掌する。 
（１）行財政改革大綱の策定に関すること。 
（２）行財政改革実施計画（以下「実施計画」という。）の策定及び推進に関すること。 
（３）土浦市行財政改革推進委員会に対し，実施計画の推進状況を報告すること。 
（４）前３号に掲げるもののほか，行財政改革に関し必要な事項 

（組織） 
第３条 本部は，本部長，副本部長及び本部員をもって組織する。 
２ 本部長には，市長をもって充てる。 
３ 副本部長には，副市長及び教育長をもって充てる。 
４ 本部長は，本部の事務を総理し，本部の会議（以下「本部会」という。）の議長とな

る。 
５ 副本部長は，本部長を補佐し，本部長に事故があるとき，又は欠けたときは，あらか

じめ本部長が指名する副本部長が，その職務を代理する。 
６ 本部員は，土浦市行政組織条例（昭和４２年土浦市条例第２２号）第２条に規定する

部の長，教育次長，消防長及び議会事務局長の職にあるものをもって充てる。 
 （会議） 
第４条 本部会は，本部長が招集する。 
２ 本部長は，必要があると認めるときは，本部会に構成員以外の者の出席を求め，その

説明又は意見を聴くことができる。 
（部会） 

第５条 本部から付託された事項について調査検討するため，行財政改革推進部会（以下
「部会」という。）を置く。 

２ 部会の名称並びに部会長，幹事及び部会員の構成は，別表のとおりとする。 
３ 部会長は，部会を統括し，必要に応じ部会の会議を招集する。 
４ 幹事は，部会長を補佐し，部会の庶務を処理する。 

（幹事会） 
第６条 各部会間の連絡調整を図るため，幹事会を置く。 
２ 幹事会は，幹事長及び前条第２項に規定する幹事をもって構成し，幹事長は，市長公

室長の職にある本部員をもって充てる。 
３ 幹事長は，幹事会を統括し，必要に応じ幹事会の会議を招集する。 
（事務局） 
第７条 本部の事務を円滑かつ効率的に処理させるため，本部に事務局を置く。 
２ 事務局は，政策企画課長，行政経営課長，財政課長，総務部総務課長及び人事課長の

職にある者をもって組織する。 
（関係団体に対する取組要求） 
第８条 本部長は，本市と関係する団体に対し，行財政改革の推進に関し必要な取組を求

めるものとする。 
（委任） 
第９条 この規程に定めるもののほか，本部の運営に関し必要な事項は，本部長が別に定

める。 

■ 土浦市行財政改革推進本部規程 

平成１２年１２月１３日 

訓 令 第 １ １ 号 
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付 則 
（施行期日） 

１ この訓令は，公表の日から施行する。 
（土浦市行政改革推進要領の廃止） 

２ 土浦市行政改革推進要領（平成８年土浦市訓令第５号）は，廃止する。 
付 則(平成１３年１２月２８日訓令第 1５号) 

この訓令は，公表の日から施行する。 
付 則(平成１９年３月３０日訓令第４号) 

（施行期日） 
１ この訓令は，平成１９年４月１日から施行する。 

（土浦市行財政改革推進本部規程の一部改正に伴う経過措置） 
２  この訓令の施行の際改正法附則第３条第１項の規定により収入役がなお従前の例に

より在職するものとする場合においては，同項に規定する期間に限り，第１６条の規定
による改正後の土浦市行財政改革推進本部規程第３条第３項の規定は適用せず，第１６
条の規定による改正前の土浦市行財政改革推進本部規程（以下この項において「旧訓令」
という。）第３条第３項の規定は，なおその効力を有する。この場合において，旧訓令第
３条第３項中「助役」とあるのは「副市長」とする。 

付 則(平成２４年３月３０日訓令第１号) 
この訓令は，平成２４年４月１日から施行する。 

付 則(平成２５年３月２９日訓令第２号) 
この訓令は，平成２５年４月１日から施行する。 

 

別表（第５条関係） 

部会名 部会長 幹事 部会員 

市長公室部会 市長公室長 政策企画課長 
秘書課長，行政経営課長，財政課長，広報広聴課長，

男女共同参画課長，会計課長 

総務部会 総務部長 総務課長 

人事課長，管財課長，新庁舎整備課長，課税課長，

納税課長，監査事務局長，選挙管理委員会事務局書

記次長 

市民生活部会 市民生活部長 市民活動課長 
生活安全課長，市民課長，環境保全課長，環境衛生

課長 

保健福祉部会 保健福祉部長 社会福祉課長 
障害福祉課長，こども福祉課長，高齢福祉課長，国

保年金課長，健康増進課長 

産業部会 産業部長 商工観光課長 農林水産課長，農村整備課長，農業委員会事務局長 

建設部会 建設部長 道路課長 住宅営繕課長，下水道課長，水道課長 

都市整備部会 都市整備部長 都市計画課長 
建築指導課長，公園街路課長，土浦駅北開発事務所

長 

消防本部部会 消防長 消防次長 

総務課長，予防課長，警防救急課長，通信指令課長，

土浦消防署長，荒川沖消防署長，神立消防署長，新

治消防署長 

教育委員会部会 教育部長 教育総務課長 
学務課長，生涯学習課長，文化課長，スポーツ振興

課長，指導課長 

議会事務局部会 議会事務局長 議会事務局次長  
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平成２８年２月末日現在 

 氏   名 備      考 

本 部 会 

 

本 部 長 

副本部長 

〃 

〃 

本 部 員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

 

中 川   清 

五 頭 英 明 

小 泉 裕 司 

井 坂   隆 

塚 本 盛 夫 

日 高 康 雄 

塙   佳 樹 

瀬 尾 洋 一 

神 立 義 貴 

木 村 庄 司 

久保谷 秀 明 

湯 原 洋 一 

宇都野 和 司 

中 村 孝 一 

 

（市 長） 

（副市長） 

（副市長） 

（教育長） 

（市長公室部会長） 

（総務部会長） 

（市民生活部会長） 

（保健福祉部会長） 

（産業部会長） 

（建設部会長） 

（都市整備部会長） 

（教育委員会部会長） 

（消防本部部会長） 

（議会事務局部会長） 

 

幹 事 会 

 

船 沢 一 郎 

前 原 秀 昭 

羽 成 信 明 

川 村 正 明 

飯 村   甚 

柴 沼 正 弘 

塚 本 隆 行 

根 本 卓 也 

中 川   裕 

天 谷   太 

 

（市長公室部会幹事） 

（総務部会幹事） 

（市民生活部会幹事） 

（保健福祉部会幹事） 

（産業部会幹事） 

（建設部会幹事） 

（都市整備部会幹事） 

（教育委員会部会幹事） 

（消防本部部会幹事） 

（議会事務局部会幹事） 

 

事 務 局 

 

船 沢 一 郎 

佐 藤   亨 

前 原 秀 昭 

服 部 正 彦 

羽 生 元 幸 

 

（政策企画課長） 

（財政課長） 

（総務課長） 

（人事課長） 

（行政経営課長） 
 

■ 土浦市行財政改革推進本部構成員名簿 



 

 

 

    


